
平成 13 年 3 月期　　個別中間財務諸表の概要　　   　平成 12 年 11 月 9 日

上 場 会 社 名       　　ダイワボウ情報システム株式会社        上場取引所　大証・東証
コ ー ド 番 号         　9912                                  本社所在都道府県  大阪府
問 合 せ 先       　　責任者役職名　　取締役財務部長
　　　　　　　　　氏　　　　名　　小　山　　　紀        ＴＥＬ　(　06　)　6281　－　1161
決算取締役会開催日　　平成　12　年　11　月　 9　日                  中間配当制度の有無  　 有
中間配当支払開始日　　平成　12　年　12　月   8  日

１． 12 年 9 月中間期の業績(平成 12 年 4 月 1 日～平成 12 年 9 月 30 日)
(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満の金額は、いずれも切り捨てて表示しております。）

売 上 高    営業利益 経常利益

12 年 9 月中間期
11 年 9 月中間期

         百万円　　 ％
131,232  （  20.6  ）
108,793  （  10.6  ）

         百万円　　　％
1,645 （   64.9  ）
  998 （　  ―   ）

         百万円　　　％
1,946 （   72.6  ）
1,128 （　  ―   ）

12 年 3 月期     246,427 4,303 4,446

中間(当期)純利益 １株当たり中間
(当期)純利益

12 年 9 月中間期
11 年 9 月中間期

         百万円　　 ％
865  （ 122.8  ）
388  （   ―   ）

円　　銭
　   54    29  

            30    18
12 年 3 月期 2,055 　  152    72　

 (注)①期中平均株式数
12 年 9 月中間期　15,950,380 株 　　 11 年 9 月中間期  12,875,991 株 　 　 12 年 3 月期　13,461,328 株

 　  ②会計処理の方法の変更　　　無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

(注)12 年 9月中間期配当金の内訳

12 年 9 月中間期
11 年 9 月中間期

円   銭
15     00
10     00

円   銭
―――――
―――――

円    銭
普通配当　10    00  
記念配当　 5    00  

12 年 3 月期 ―――――  20   00  

(3)財政状態
総 資 産    株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

12 年 9 月中間期
11 年 9 月中間期

百万円
106,747
 91,814

百万円
24,189    
15,945    

％
　　　　　22.7
　　　　　17.4

円　　銭
1,478    15  
1,238 　 24　

12 年 3 月期 121,390 23,568    19.4 1,584    21  
 (注)期末発行済株式数

 12 年 9 月中間期　16,364,993 株  　　11 年 9 月中間期  12,877,267 株   　 12 年 3 月期　14,877,267 株

２．13 年 3 月期の業績予想(平成 12 年 4 月 1 日～平成 13 年 3 月 31 日)

１株当たり年間配当金
売 上 高    経常利益 当期純利益

期　末

通　　期
百万円

290,000
百万円

  5,360
百万円

 2,750
円　銭

　　10     00
円　銭

　　25     00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　168　円　04　銭



中 間 貸 借 対 照 表         

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

当　中　間　期　末

(平成12年９月30日現在)

前　中　間　期　末

(平成11年９月30日現在)

前 事 業 年 度 末 の         
要 約 貸 借 対 照 表         
(平成12年３月31日現在)

　　　　　　　　期　別

　　　　　　　　 区
　　　　　　　　　　 分
　科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（ 資 産 の 部 ）        
Ⅰ　流 動 資 産        

　　　現金及び預金       
　　　受 取 手 形       
　　　売 掛 金       
　　　有 価 証 券
　　　た な 卸 資 産
      繰延税金資産       
　　　短 期 貸 付 金       
　　　未 収 入 金       
      そ の 他       
　　　貸 倒 引 当 金       
　　　　　　
　　流 動 資 産 計        

Ⅱ　固 定 資 産        

　　有 形 固 定 資 産        
　　　建　　　　　物
　　　構 築 物       
　　　器具及び備品       
　　　土　　　　　地
  
　　有形固定資産計        

　　無 形 固 定 資 産
　　　電 話 加 入 権
　　　ソフトウェア

　　無形固定資産計        

　　投資その他の資産
　　　投資有価証券
      繰延税金資産       
　　　差 入 保 証 金       
      そ の 他       
　　　貸 倒 引 当 金       
　　　 
　　投資その他の資産計

　　固 定 資 産 計        

      1,321
     20,541
     35,319
         －
     17,105

293
      1,346
      4,976
        238
△    151

　　　　　　　
     80,992

      4,543
        169
        652
      8,471

     13,837

         77
        626

        703

    　　695
　　　　561
      7,973
      2,486
 △     504
　　　
     11,213

     25,754

　　％

  75.9

  13.0

   0.6

  10.5

  24.1

      1,070
     17,128
     29,523
        152
     14,194

251
      2,231
      2,180
        169
 △     156
　　　
     66,744

      4,778
        212
        644
      8,471

     14,106

         72
        640

        713

        385
　　　　263
      7,235
      2,829
 △     463
　　　
     10,250

     25,070

　　％

  72.7

  15.3

   0.8

  11.2

  27.3

　　　2,420
　 　18,120
     51,655
        172
     17,414

446
      1,946
      4,276
        127
 △     341
          
     96,241

      4,660
        188
        585
      8,471

     13,905

         77
        577

        654

        388
        385
      7,689
      2,569
 △     443
           
     10,588

     25,149

　　％

  79.3

  11.5

   0.5

   8.7

  20.7

資 産 合 計         　  106,747  100.0 　   91,814  100.0     121,390  100.0



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

当　中　間　期　末

(平成12年９月30日現在)

前　中　間　期　末

(平成11年９月30日現在)

前 事 業 年 度 末 の         
要 約 貸 借 対 照 表         
(平成12年３月31日現在)

　　　　　　　　期　別

　　　　　　　　 区
　　　　　　　　　　 分
　科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（ 負 債 の 部 ）        
Ⅰ 流 動 負 債         

　　 支 払 手 形        
　　 買 掛 金        
　　 １年以内に償還予定の       
　　 社 債        
 　　短 期 借 入 金        
　　 未 払 金        
　 　未 払 法 人 税 等        
     未 払 消 費 税 等        
　　 賞 与 引 当 金        
     そ の 他

　 流 動 負 債 計         

Ⅱ 固 定 負 債         

　　 社 債        
　　 長 期 借 入 金        
　　 従業員退職給与引当金
      退職給付引当金
     役員退職給与引当金          
     そ の 他        

　 固 定 負 債 計         

     32,563
     34,718

1,000

      6,086
      1,504
        661
         88
        749
        294

     77,666

         －
      3,954
         －
　　    283
　　    175
　　    477

      4,891

　　％

  72.7

    
   4.6

     26,320
     24,268
         －

     14,651
        769
        713
        139
        663
        263

     67,790

      1,000
      6,127
        317
         －
　　    162
　　    472

      8,079

　　％

  73.8

    
   8.8

     23,348
     50,713
         －

     11,903
      1,249
      2,207
         －
        777
        265

     90,465

      1,000
      5,249
        338
         －
        181
        586

      7,355

　　％

  74.5

   6.1

負 債 合 計         　   82,557   77.3 　   75,869   82.6      97,821   80.6

　　（ 資 本 の 部 ）         
Ⅰ　資 本 金         

Ⅱ　資 本 準 備 金         

Ⅲ　利 益 準 備 金         

Ⅳ　そ の 他 の 剰 余 金         

　　　任 意 積 立 金        
　　　中間(当期)未処分利益

　 　その他の剰余金計

      9,318

      9,501

        196

      3,800
      1,374

      5,174

   8.7

   8.9

   0.2

   4.9

      6,406

      6,589

        146

      1,900
        903

      2,803

   7.0

   7.2

   0.1

   3.1

      9,318

      9,501

        171

      2,025
      2,552

   　 4,577

   7.7

   7.8

   0.1

   3.8

資 本 合 計           　  24,189   22.7  　  15,945   17.4      23,568   19.4

負 債 及び 資本合計           　 106,747  100.0  　  91,814  100.0     121,390  100.0



中 間 損 益 計 算 書         

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）
当  中  間  期         

　自 平成12年４月１日
(　  　　   　     )
　至 平成12年９月30日

前  中  間  期         

　自 平成11年４月１日
(　　　　　　     )
　至 平成11年９月30日

前 事 業 年 度 の         
要 約 損 益 計 算 書         
　自　平成11年４月１日
(　　　　　　　　　)
　至　平成12年３月31日

　　　　　　　　　期　別

　　　　　　　　 区
　　　　　　　　　　 分
　　科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

　

Ⅰ　　売 上 高         

Ⅱ　　売 上 原 価         

     131,232

     120,654

 　 ％

 100.0

  91.9

     108,793

     100,022

 　 ％

 100.0

  91.9

     246,427

     225,836

 　 ％

 100.0

  91.6

  売 上 総 利 益 10,578    8.1 08,770    8.1 20,591    8.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費        8,932    6.8 07,772    7.1 16,287    6.6

  営 業 利 益        1,645    1.3          998    0.9        4,303    1.8

Ⅳ　営 業 外 収 益 計          

　　　受 取 利 息
      受 取 配 当 金
　　　受 取 賃 貸 料
　　　雑 収 入         

Ⅴ　営 業 外 費 用 計          

　　　支 払 利 息
　　　賃 貸 資 産 費 用
　　　雑 損 失         

         722

          64
52

         318
         287

         422

         106
         185
         130

   0.5

   0.3

         567

          66
49

         330
         121

         438

         162
         203
          71

   0.5

   0.4

       1,101

         132
82

         658
         229

         959

         293
         483
         181

   0.4

   0.4

経 常 利 益                  1,946    1.5        1,128    1.0        4,446    1.8

Ⅵ  特 別 利 益 計          

　　　貸倒引当金戻入益         

Ⅶ　特 別 損 失 計          

　　　子会社株式評価損
投資有価証券評価損

      ゴルフ会員権等評価損
  　　従業員退職給与引当金繰入額

         110

         110

         451

         324
         127
　　　 　 －
　　　    －

   0.1

   0.3

         119

         119

         252

　　　 　 －
　　　 　 －
　　　　  －
　　　 　252

   0.1

   0.2

          －

          －

         469

          －
          －
         217
         252

－

   0.2

税引前中間（当期）純利益        1,605    1.2          994    0.9        3,976    1.6

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額           

         762

  △　　  22

         852

  △　　 246

　　 　2,461

△ 　  540

中間（当期）純利益            　　　  865    0.7  　　 　 388    0.3        2,055    0.8

前 期 繰 越 利 益           

合併による未処分利益受入額

過 年 度 税 効 果 調 整 額

　中 間 配 当 金

中間配当利益準備金積立額

       508

        －

        －

        －

        －

       245

        －

       268

        －

        －

       245

       123

       268

       128

        12

中間（当期）未処分利益        1,374          903        2,552



〔中間財務諸表作成の基本となる事項〕

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　商品・・・・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法
(2) 有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　子会社株式及び関連会社株式・・・・・・移動平均法による原価法
　　　　その他有価証券　時価のあるもの・・・・移動平均法による原価法
　　　　　　　　　　　　時価のないもの・・・・移動平均法による原価法
２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産：定率法。ただし建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用しております。
(2) 無形固定資産：定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)
　　　　　　　　に基づく定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金：一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別
　　　　　　　　に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。
(2) 賞与引当金：従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。
(3) 退職給付引当金：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
なお、会計基準変更時差異（超過額３０百万円）については、当事業年度で処理す
ることとし、当中間会計期間においてはその１/２を退職給付費用から控除しており
ます。また、子会社へ転籍した従業員に係る退職給付引当金残高４６百万円は未払
金に計上しております。

(4) 役員退職給与引当金：役員退職金の支給に備えるため、内規に基づく当中間期末要支給額を計上して
　　　　　　　　　　　　　 おります。
４．リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法

　①ヘッジ会計の方法：金利スワップ取引について、金融商品会計基準に定める特例処理を行っております。

　②ヘッジ手段とヘッジ対象及びヘッジ方針：銀行からの借入金の一部について、その金利を固定化ないし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は将来の変動リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を利用しております。

６．消費税等の処理方法
　　　税抜き方式によっております。

〔追加情報〕

１．退職給付会計
　　　　当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計
　　　審議会　平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、
　　　退職給付費用が２１百万円減少し、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ同額増加して

おります。
　　　また、企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金に含めて表示しております。
２．金融商品会計
　　　当中間期から、金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会
　計審議会　平成 11 年 1 月 22 日））を適用し、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討して、売
　買目的有価証券等以外のその他有価証券については、投資有価証券として表示しております。その結果、
流動資産の有価証券は２１５百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

　　　なお、当中間期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりま
せん。平成 12 年大蔵省令第 10 号附則第 3項によるその他有価証券に係る中間貸借対照表計上額等は次
のとおりであります。

中間貸借対照表計上額  　458　百万円
時　価　　　　　　　　　519　百万円
評価差額金相当額　　　　 35　百万円
繰延税金負債相当額　　　 25　百万円



〔注記事項〕

1．中間貸借対照表関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　当 中 間 期     　　 　　前 中 間 期     　　 　　前事業年度
　 (1) 有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 2,741 百万円   　  2,295 百万円　 　　2,460 百万円

　 (2) 自己株式は、その他流動資産に含めております。
　　　　　　株 式 数      　　　　　　 　       554 株　　   　   1,267 株　　　　　 　117 株
　　　　　　株 式 価 額                           1 百万円     　     3 百万円　　 　　　0 百万円
　 (3) 重要な外貨建の負債

　　　　　　転 換 社 債      　　　　　　 　     － 百万円　 　　    4 百万円　 　　    － 百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 (  － 百万ｽｲｽﾌﾗﾝ)  (  0 百万ｽｲｽﾌﾗﾝ)  (  － 百万ｽｲｽﾌﾗﾝ)

　 (4) 消費税等の取扱い

　　　　　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、未払消費税等として表示しております。

　 (5) 中間期末満期手形
　　　　　中間期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当中間会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の中間期末日満期手形が以下の
科目に含まれております。

　　　　　　　受取手形　　2,819　百万円
　　　　　　　支払手形　　8,196　百万円
　　　　　
２．中間損益計算書関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　当 中 間 期     　　 　　前 中 間 期     　　 　　前事業年度
　 　　減価償却実施額
　　　　　有形固定資産　　　　　　　　　　　257 百万円         285 百万円　　　　 582 百万円
       　 無形固定資産　　　　　　　　　　  103 百万円　　　　　97 百万円　　　 　181 百万円

３．リース取引の注記
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　当 中 間 期     　　 　　前 中 間 期     　　 　　前事業年度

　 (1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

有形固定資産その他

（器具及び備品）
　取 得 価 額 相 当 額                     284 百万円         357 百万円　　　   329 百万円
　減価償却累計額相当額           161 百万円         229 百万円　　　　 206 百万円
　期 末 残 高 相 当 額          　　       123 百万円         127 百万円  　　　 123 百万円
（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合
　　　が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　②未経過リース料期末残高相当額
　　　　　　　　　　　　１年内               54 百万円          66 百万円          59 百万円
　　　　　　　　　　　　１年超　　　         69 百万円          60 百万円          64 百万円
　　　　　　　　　　　　合　計　　　　 　　 123 百万円         127 百万円         123 百万円
　　　　 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高
　　　　       等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　③支払リース料及び減価償却費相当額
　　　　　　 支 払 リ ー ス 料               　       36 百万円          43 百万円          87 百万円
　　　　　　 減価償却費相当額　　　　　　　　36 百万円　　　　　43 百万円          87 百万円

④減価償却費相当額の算定法

　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とした定額法によっております。

　 (2)オペレーティング・リース取引

　　　　   未経過支払リース料
　　　　　　　　　　　　１年内               61 百万円          62 百万円          60 百万円
　　　　　　　　　　　　１年超　　           44 百万円          36 百万円          36 百万円
　　　　　　　　　　　　合　計　　　 　　　 106 百万円          98 百万円          97 百万円
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